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21世紀企業モデル
◎橋琢磨
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C O N T E N T S

１　　筆者らは、昨年12月にNRI野村総合研究所から出版した『産業創発』において、オ

ープンなデジタル情報環境のなかで知を統べることによって産業化を目指す「統

知」型の企業と、サイエンスドリブン（科学主導）の産業化を目指す「創知」型

企業を提示した。これを出発点として、21世紀型企業を検討する。

２　　デジタル情報インフラが構築されるもとでは、消費者は自分の必要とする知を蓄

積し、個として解放される。このため、大量生産・大量消費の20世紀システムに

代わって、21世紀には個別対応の生産が主流になるだろう。その結果、製造業と

サービス業の境界は限りなく不明確になる。

３　　21世紀には価格・情報の裁定スピードが上がり、｢成長オプション」たる創知への

希求が強まる。｢成長オプション」を育て評価していく資本市場と、実験社会とは

表裏一体をなす。企業には先端を開く気概が求められる。

４　　キャッチアップを終えた日本社会は、血縁・地縁から導かれた「安心」社会から、

情報を吟味しながら関係を築いていく「信頼」社会に変わっていく。企業に求め

られるのは、市民と信頼を築く新しいブランド価値経営だ。

５　　21世紀型のネットワーク企業は、｢信頼」社会の互恵空間の構築に対し、従前のケ

イレツ関係に代わる「弱い紐帯」の創発関係を築いていくべきである。
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1 将来をみる２つの態度
将来を考える場合、２つの見方がありう

る。将来は人間の意志によって動かせるも

のと見るのか、それとも歴史的な発展の結

果、さらには運命的なものと考えるのか、

その差である。

MIT（マサチューセッツ工科大学）の未

来研究では、たとえば、21世紀企業プロジ

ェクトでも「21世紀組織を発明する」とい

ったタイトルがつけられるように、｢未来

は操作可能」との立場がきわめて鮮明にな

っている。これに対し、オイルショックの

予測をはずした英蘭系の石油会社ロイヤ

ル・ダッチ・シェルは、その反省から将来

の歴史的な発展の変化の兆しはすでにどこ

かに「萌芽」しているとの立場であるとい

えよう。

人間のなすべきことは、構造をつくるこ

とと考えるか、構造は自己組織的にできあ

がり、それへの適応、対応が中心になると

考えるかの差といってもよい。現実の世界

では、｢操作可能な未来（Programmable

Future）」と「未来萌芽（Future Sprout）」

は混在しており、将来を見極めると同時に

行動を起こすことが求められている。世界

システムを築き、それを支配してきた米国

は、前者の要素がきわめて大きいとみなす

ことが多いのに対し、日本では、与えられ

たシステムに適応しようとする傾向が強い

といえよう注1。

パソコンの普及とネット化、すなわち

1990年代後半のインターネットの急激な利

用増が新しい産業基盤を生み出している

（図１）。米国では、家庭普及率20％、5000
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万人に利用されるのがマスメディアだとさ

れる。そこに至るまでにラジオでは38年、

テレビで13年かかったものが、インターネ

ットでは４年で達成された。現在起こって

いることは、20世紀初頭の電力の普及、19

世紀の鉄道時代と軌を一にするものだ。未

来は萌芽し、歴史を繰り返す。

2 バランスシートにみる
｢萌芽」

未来は萌芽している。14世紀のイタリア

で始まった複式簿記が20世紀の初頭にほぼ

完成したが、今まさに次の大転換点に立っ

ている。その１つの現れとして、株価を分

子に、１株当たりの純資産を分母として求

めるPBR（株価純資産倍率）が１を超えて

上昇し、日本では2.1倍、米国では6.8倍に

なっている（上場企業ベース）。

パソコンOS（基本ソフト）の会社、マイ

クロソフトの場合、PBRは優に10倍を超え

ている。確かに、同社の株価にはバブルの

部分も、そして反トラスト法違反に問われ

ているように、真の価値を上回るいわゆる

ホールドアップ価値（消費者に返還すべき

価値）も含まれていよう。しかし、株主資

本として投資した金額を超える会計上把握

できない価値の多くは、建物のような資産

よりも、人材や研究開発力などの知的資産

の割合が非常に大きいためと考えられる。

筆者が「創知・情報化時代（Age of In-

formation and Knowledge Origination）」

と呼ぶ時代に入って、経済活動の中心的な

部分は「人的資源｣「組織価値｣、さらには

「のれん価値」といった無形固定資産に移

ってきている注2。逸速く創知・情報化時代

に対応した米国では、ブルッキングス研究

所のM・ブレアらによれば、企業のバラン

スシート（貸借対照表）における無形固定

資産の比率は、1978年末に17％だったもの

が、98年末には69％に上昇した文献1。

工業化の時代に編まれた現在の財務諸表

が、新しい時代の行動指針なり、企業の実

態なりを示しているかどうか、疑わしい。

人こそ財産という意味で、一橋大学の経営

学教授の伊丹敬之が、新しい人本主義を唱

えるのは時宜に適っている文献2。

工業化の時代が創知・情報化の時代に移

ってきていることは、バブルの後始末に追

われてきた日本の企業に必ずしも強く認識

されていない。筆者らが昨年末に出版した

『産業創発』において、日本の得意とした

エンジニアリングドリブン（工学主導）な

産業で主導的だった「良い品をより安く」

というビジネスモデルがもはや有効ではな

くなったとして、それに代わるものとして、

サイエンスドリブン（科学主導）な産業を

目指す「創知」型企業と、デジタル情報ド

リブンな産業化を目指す「統知」型企業と

いうビジネスモデルを提示したゆえんであ

る注3。ここを出発点として、｢21世紀企業

モデル」を形づくる条件を探っていくこと

にしよう。

1 大量生産・大量消費から
個別生産の時代へ

21世紀において起こる変化の代表的なこ

との１つは、工業化の時代のエンジニアリ

ングドリブンな産業がデジタル情報ドリブ

ンなものとなり、大量生産・大量消費のビ

ジネスモデルが個別のニーズに応じた生

産・販売、つまり個別生産システムに変わ

るというものであろう。消費者一人一人の

Ⅱ 消費者一人一人の復権
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ニーズが前提となって、米国商務省レポー

トにいう ｢情報の生産、加工、流通、消費

過程が一貫して消費者のものになってい

く」のである。

20世紀を振り返ってみれば、1910年代に

フォード・モーターが垂直統合の工場をつ

くり、ベルトコンベヤーで少品種大量生産

のビジネスモデルを創出した。これに大幅

な変更を加えたのがトヨタ自動車のカンバ

ン方式で、大野耐一が米国のスーパーマー

ケットの在庫システムなどを参照しつつ、

多品種少量生産のシステムを考え出した。

その原型が生まれたのは1950年代、一応の

完成をみたのは70年頃とされる。この方式

のメリットは長らく欧米企業から気づかれ

ず、やっと1990年前後からリーン（ムダを

省いた）生産方式として急速に吸収され

る。系列取引は、自前主義の垂直統合に勝

るものと認識されるようになった注4。

だが、インターネットの急激な普及で、

自動車業界でも部品の共同購入がネット上

で行われるようになり、コマース・ワンの

ようなネット上で自動車部品を仲介する企

業が突如出現した。しかし、このネットシ

ステムは、いまだ個別生産のために構築さ

れたものとはいえない。日本はこれまで培

ってきた多品種少量生産という中間的なと

ころで強みを発揮してきたが、この強みを

活かして、体制を転換していく必要がある。

20世紀には「需要」と称されたものが、消

費者の情報優位によって顔の見える個の消

費になるからである文献3。あるいは、一物

一価から一物多価への変化といえよう。

個別生産、または受注によって生産する

BTO（注文生産）の先駆モデルは、デルコ

ンピュータのそれであろう。そこでは、発

注者がパソコンのMPU（超小型演算処理装

置）の性能をはじめ、メモリーの大きさや

付属部品などを事細かにインターネット上

で指示し、それに基づいて組み立てが行わ

れ、製品が直接消費者に届けられる。電子

商取引でいう、消費者に起点のあるC to B

（消費者・企業間）取引である。

パソコンの場合、オープンアーキテクチ

ャーであり、MPUやメモリー、モニターな

ど主要部品の置き換え、拡張が可能で、し

かも部品の供給能力が大きいことから、

BTOモデルが早くから動きだしたといえよ

注）BTO：注文生産
出所）H. Takeuchi and I. Nonaka,“The New New Product Development Game,” Harvard 　　
           Business Review, Jan./ Feb. 1986、　橋琢磨『戦略部品への挑戦』日本経済新�
         聞社、1994年、およびM・デル、C・フレッドマン『デルの革命』國領二郎監訳、�
　　　日本経済新聞社、1999年などをベースに作成    
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う（前ページの図２）。

自動車の場合、依然としてクローズドア

ーキテクチャーにとどまり、置き換え、拡

張での柔軟性がない。このためトヨタ自動

車と関東自動車工業で始まったBTOの試み

も、塗装の色、オーディオなどわずかな選

択肢に限られている。

だが、眼をこらしてみれば、こうした萌

芽形態は至るところにみられる。21世紀ビ

ジネスモデルの典型例という意味では、オ

ーダーメード医療とナローキャスティング

（もはやブロードキャスティングでない）

があげられよう。前者は、個人のゲノム情

報に基づいて、医師のアドバイスのもとに

個別化された医療サービスを提供するもの

である。

一方、PVR（パーソナル・ビデオレコー

ダー）は、米国のベンチャービジネスによ

って開発されたポストVTRといってよい商

品である。PVRが個別化、ワン・ツー・ワ

ンのビジネスモデルにとって重要なのは、

これを使ってテレビの視聴者がキーワード

で番組を自動選択したり、早送りで広告部

分をスキップしたりするようになれば、従

来の放送のビジネスモデルは全く覆される

ことになるからである。

映画にしても、新聞・テレビにしても、

同一の内容をできるだけ多くの人に送ると

いうブロードキャスティングであったもの

が、今後は消費者との対話に基づき、それ

ぞれの嗜好に合った内容、必要なものを限

定的に送るというナローキャスティングに

変わらざるをえない。

この意味で、AOL（アメリカ・オンライ

ン）のタイム・ワーナーとの合併、PVRベ

ンチャーとの提携は、これまでの競争条件

を全く変えてしまい、新しいビジネスモデ

ルを必要とすることを決定づける、インテ

ル会長のアンディ・グローブがいう変曲点

を象徴する事件であったといえるだろう。

フランスのビベンディは、カナダのシーグ

ラムを買収し、後を追った。

2 情報インフラの成立と
巨大企業の出現

なぜ個別対応のビジネスモデルが可能に

なるのだろうか。通信技術の進歩によって

通信容量が拡大し、情報インフラのコスト

が急激な低下をしているからである。しか

も、それが使いやすいウェブソーシングの

形で提供されている注5。このため、通信業

界では19世紀の鉄道時代と同じことが起こ

っている。

大鉄道会社に代わる通信会社がAOLであ

り、シスコ・システムズだ。シスコの場合、

WAN（広域通信網）というニッチ（すき

ま）市場に参入し、サービスを統合化して

いくうちにメジャーになりつつある。つま

り、同社は今でこそ時価総額世界ナンバー

ワン企業となったが、設立当初には企業内

など限られた地域でのネットワークを目指

すLAN（構内通信網）と遠距離へのアクセ

スを確保するモデムとの間にあるニッチ市

場（WAN）をルーターの技術で開拓した、

典型的なニッチプレーヤーであった。

シスコ・システムズの1994年の売り上げ

は12億ドルだったが、99年には120億ドル

を超え、年率60％近い伸びを示した。同社

は今や、インターネットベースのネットワ

ーキング業務というカテゴリーを創出し、

その最大の企業となった。

この間の変化を支えたのは、次のような

事情である。まず、WANバックボーンで

の価格性能比の上昇で需要構造が大きく変
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わり、パソコンのネットワーク化を背景に、

通信トラフィックの中身が電話機を端末と

する音声系トラフィックからデータ系トラ

フィックへと大きく変わった。その結果、

1993年以来、同社のルーターのシェアが大

きく上昇したのに加え、LANスイッチ、

FR（フレームリレー）、ATM（非同期転

送モード）など端末系にも業務が大きく展

開していった。

つまり、WANをビジネスの核にLAN、

遠距離アクセスに手を伸ばすことで、ハー

ドとともにサービスもカバーするようにな

って、ネットワーキング業務というカテゴ

リーが生まれたといえよう。このプロセス

を支えたのが、通信、コンピュータ、放送

などの産業カテゴリーにおけるアンバンド

リング（機能分解）だ。

こうした技術進歩、規制環境の変化は、

既成の通信業者に大きな変化をもたらして

いる。わけても、これまでのドル箱だった

長距離電話では低料金化が定着し、音声か

ら他分野への転出が目立ち始めている。た

とえば、ワールドコムの企業向けサービス

では、2000年にデータ通信が音声の収入を

上回ると見込まれる。AT&Tも必死で他分

野への脱出を図り、CATV（ケーブルテレ

ビ）大手のメディアワンや新興ネットのネ

ット２フォンなどの買収を始めた。

3 限りなく不明確になる
製造とサービスの境界

製造業を大きく変えようとしている中核

技術は、３次元CAD（コンピュータによる

設計）である。これは単に現場のコミュニ

ケーションツールとしての役割にとどまら

ず、製造そのものをデジタル情報ドリブン

に変えていくからである。

３次元モデル環境は、まず航空機の製造

で導入された。すべての情報が共通形式で

一義的に表現され、関係者全員が共通の

｢ことば」を使用して正確かつ時機を得て

協働可能になったことで、商品企画から開

発、設計、製造までを同時に進めて開発期

間を短縮するコンカレントエンジニアリン

グが可能になった。また、部品の一元的把

握によって、製品のシステム統合に向けて

のライフサイクル管理が実現可能になった

意義が大きい。

確かに、１機だけの製造にとどまる航空

機と、大量生産のためにいったん金型に落

としてから製造を開始する自動車とでは、

製造の方法は全く異なる。しかし、日本の

インクス社のようにCADベースで短期間に

金型を製造する企業も出てきた。これによ

り、パソコンのような単純なものでなくて

も、コンカレントな開発体制と製造体制が

組めるようになった。なぜなら、ライフサ

イクル管理の実施によって、後工程におい

て顕在化して問題になる部品の不具合や干

渉を事前にチェックすることが可能にな

り、製品を製造しやすくなるからである。

ソリューションビジネスと呼ばれる分野

では、システム設計者とシステムベンダー

とが共にソリューション（問題解決策）を

標榜し、たとえばEDS（エレクトロニッ

ク・データ・システムズ）とIBMのビジネ

スは限りなく近づいている。情報家電が発

展していけば、セコムと松下電器産業との

ビジネスは、家庭における生活者へのサー

ビスという点で同じになろう。経済構造全

体のなかでデジタル情報の持つ役割が上昇

したことに伴って起こっていることの１つ

は、製造業とサービス業の境界が限りなく

不明確になっていることである。
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デルコンピュータの受注システムは顧客

の要望をインプットできる体制になってい

て、それが組み立ての指示書にもなってい

る。現在の電子商取引は取引の効率化を目

指して構成されているが、これがメーカー

と手を組んで、メーカーからサービスを引

き出す方向に進もう。言い換えれば、メー

カーの側からネットの構築が考えられると

すれば、顧客の好みを組み込めるような生

産体制とオーダーシステムとが連動してい

なければならない。

GM（ゼネラル・モーターズ）では、日

本企業に先駆けて、BTO方式の自動車工場

の建設を予定している。自動車業界のデジ

タル情報化がさらに進めば、自動車メーカ

ーは組み立てではなく、自動車をリースし

てメンテナンスするなど、サービスを本業

とするようになることが考えられる。

１　創知に見出す
｢成長オプション」

デジタル情報化の極は、情報格差なり価

格格差なりを素早く「裁定」し、マッチン

グすることだろう。プライスライン・ドッ

ト・コムの創始者ジェイ・ウォーカーは、

情報技術ベースのビジネスモデル特許を自

社の「成長オプション」とみなし、優れた

ビジネス特許をかき集めて、ポートフォリ

オとしてこれを保有しながら、特許をもと

にベンチャーキャピタルから資金を得て企

業化し、順次公開していくことで、同社を

優良企業に仕立て上げた。

それでは「成長オプション」とは何か。

ハーバード大学のC・ケスターらは、新規

事業なり研究開発なりを「成長オプショ

ン」と考えよという。プライスラインでは、

統知型企業におけるビジネスモデルの提示

というコンセプトの新規性、有用性が問題

となったが、デジタル情報化の進展で裁定

が速まり、社会での「創知」が希求される

（筆者が創知・情報化時代と呼ぶゆえんで

ある）。ここでは、創知型企業における

｢創知」を中心に考えてみよう。

ビジネスに有効な「創知」を見出すため

には、いくつもの可能性を試す実験的なプ

ロセスが必須になる。実験的プロセスの社

会での歩留まりを考えれば、創知型の企業

はどうしても叢生しなければならず、また

変化の時代ゆえに発想も多様でなければな

らないからである。企業が叢生し、また産

業も叢生しなければならないゆえんであ

る。そして、そこでは「創知」の本質を見

抜く目利きのガバナンス（統治・コントロ

ール）が求められる。その意味では、ベン

チャービジネス、ベンチャーキャピタルの

出番がある。

（１）｢創知」と企業形態

「成長オプション」の生成・発展、それを

司る資本市場、ベンチャービジネス、キャ

ピタル市場が企業の行動規範を与えるとす

れば、改めて問われるべきは、そもそも創

知と企業という組織の存在との関係はどう

考えればよいかということだろう。

人間・組織行動研究の先駆者であるH・

サイモンや、｢知識創造経営」で有名な一

橋大学教授の野中郁次郎ら文献4のいうよう

に、知識には人間の意志が込められている

としても、創知に対する怠慢、意志の萎え

のようなことはありうるわけで、そこに企

業の役割も考えられるからである。

Ⅲ　新しい「成長オプション」
対応の経営
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また、事前と事後ということでいえば、

統知によるビジネスの遂行、列挙にまつわ

る不確実性は測りうるリスクであり、｢創

知」にかかわる不確実は測りえないリスク

である。戦前、シカゴ大学で教鞭をとった

故F・ナイトは、前者のリスクは保険でカ

バーしうるリスクであり、後者のリスクは

保険でカバーしきれない本当のリスクであ

るとした文献5。一方、ノーベル経済学賞受

賞者であるスタンフォード大学のK・アロ

ーらは、創知にかかわるリスクを決定とリ

スクの混合であるとした文献6。つまり、創

知の努力にもかかわらず創知できないとい

う創知そのものに内在するリスクと、創知

をしない怠慢（＝決定）とが、区別できな

いと考えたのである。

創知にかかわる、この決定とリスクの混

合を克服するための工夫として生まれたの

が、｢怠慢」を監視しつつ、研究開発遂行

への意志を結集する企業だと考えることが

できる。つまり、保険の利かないリスクに

対応して利益を上げるのが企業、わけても

株式会社であるとみなすのである。そして、

そこで生まれた創知である「成長オプショ

ン」をどう発見し、どう育成していくかで

ある。

「成長オプション」の発見、育成、その成

果の刈り取りという観点から企業を再検討

してみよう。企業では、研究開発段階の技

術をあまり早く事業部門に移すと、収益性

の観点からつぶされてしまうことがある。

同じことが、それ以前の研究開発段階でも

いえよう。別の見方からすれば、なぜイノ

ベーションを司っていく機関としての企業

が、さまざまな形態を要求するようになっ

たのだろうか、という問いである。

先進国が途上国の追い上げにあい、いわ

ば裁定だけでは生き残りが困難になってい

る、またこれを別の表現でいえば、情報技

術の向上によって裁定スピードが速くな

り、より創知へのニーズが高まっていると

いえよう。これを歴史的にみると、次のよ

うに整理することが可能だろう（図３）。

産業革命以前にあっては、創知を系統的

に産み出すことが難しく、欧州はこれを遠

隔地に求め、中国の物産、南海の胡椒など、

地理的な発見に求めた。ヴェネチアが行っ

ていた東方貿易とは、胡椒の中継地との年

１回の交易にすぎなかった。このために設

けられたコレガンツァは、１航海限りで解

散する一種の会社であった。

これが連続した航海の貿易業という実体

図3　企業収益追求の4つのパターン�
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を持ち、企業形態として整ってくるのは、

オランダの東インド会社においてである。

この交易システムは、東方に優れた物産を

求めるためのもので、やがて国際日本文化

研究センター教授の川勝平太のいうよう

に、東方から得られた木綿製品などの輸入

品とその市場評価が、どんなものを創り出

すべきかの目標をあぶり出し、欧州での創

知、つまり産業革命を促したといえよう。

たとえば、セブン－イレブン・ジャパン

の情報システムは、顧客のニーズ発見・把

握のためのものだが、貿易システムが精粗

の差はあれ、需要特定化のために機能した

わけである。前述のプライスライン・ドッ

ト・コムのビジネス特許の多くは、価格裁

定をスムーズに行うためのコンセプトのプ

ールであり、商社そのものである。

（２）活発化する外部研究市場の活用

産業革命時代の創知は大学や街の発明家

が行い、これをベースに起業家が、商業化

を試みる今日でいうベンチャービジネスの

形態をとった。バイオやデジタル情報技術

では、基礎研究と製品・サービスとが直結

して産業化がなされるケースが多く、産業

革命時代と似た側面を持つ。この意味で、

大学との新しい関係が求められる。また、

｢創知」はいくつかの選択肢のなかから目

利きによって選ばれ、市場で試されなくて

はならない。このため、研究開発はポート

フォリオであることが必要だ。外部研究開

発市場の効率的な利用が求められるゆえん

である。

このことは、よりサイエンスドリブンな

産業に当てはまる現象ではあるが、デジタ

ル情報ドリブンな産業をとっても、ブラウ

ザー（検索・閲覧ソフト）のネットスケー

プ・コミュニケーションズの例にみるよう

に、大学での研究が現実のニーズに直結し

たテーマを取り上げていることも多く、両

者に共通している。

企業内部で研究開発をするという大企業

型のモデルが導入されたのは、1869年にド

イツのシーメンスが大学出の研究員を初め

て採用してからである。20世紀が始まる頃

にはその姿を整えるこの20世紀の大企業モ

デルは、この頃に急速に始まった化学、物

理での科学技術の進歩を取り入れることに

ドイツと米国の企業が腐心した結果生まれ

たものである。

では、21世紀モデルでは、なぜ大企業モ

デルではなく、大学との協働のためにベン

チャービジネスなどが必要になったのだろ

うか。20世紀後半では、基礎研究と商業化

の距離が大きいエンジニアリングドリブン

なテーマが中心を占めたために、大企業で

の役割が大きかったが、21世紀を迎えるに

際して、サイエンスドリブン、デジタル情

報ドリブンな産業では、基礎研究から商業

化へ直結する科学技術テーマが登場してき

たことが、大学との協調を求める組織形態

の違いになっているといえよう。

事実、MITの国際企業研究センターが日

米欧３極の大企業200社に対して３年ごと

に行っているベンチマーク調査でも、最近

になって外部の研究開発に依存する比率が

上昇している。キャッチアップ型にあった

日本企業では、系列を利用した共同開発と

いう利点を持っていたが、一方で、外国か

ら新しいアイデアを取り入れるのに忙しか

った嫌いがないわけではなかった。これに

対し、純粋な大企業モデル下の欧米企業で

は、NIH症候群（自社の発明でないものを

忌避する傾向）のため自前の研究にこだわ
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ってきた傾向があった。

しかし、2001年には研究開発の外部依存

度は日米欧でほぼ同じレベルになる見込み

である（図４）。大企業では、まずこれら

と協働することのできる体制をつくるこ

と、ベンチャービジネスを基準として考え

出した組織への改変が必要になる。

かつてゼロックスのPARC（パロアルト

研究所）では、大きな研究成果をあげなが

ら、本社ではなお大型機中心の文化とそれ

に基づいた経営が続行された結果、その成

果が活かされなかったことはあまりに有名

である。つまり、PARCの研究者たちは

｢反メインフレーム」の戦略目標を決め、

IBMが得意とし独占的な力をふるっていた

メインフレーム分野を避けて、将来の参入

を図るという戦略をとったことになり、そ

れなりの正当性があった。

PARCがゼロックス本体とは全く異質の

企業文化を持つ研究集団となってしまった

ことは、当時の段階では、いかんともしが

たかったかもしれない。しかし、今後にあ

っては、本社が変わらなくてはならない。

それは伊丹がいうように、若手層に自由な

発想で新しいコンセプトを生み出させるよ

うな自由度を与えることであり、ベンチャ

ービジネスの持つ発明、発見へのインセン

ティブシステムを取り入れることであろ

う文献2。そして、それへの転換を促すため

に、株主資本ガバナンスが一定の役割を果

たすべきだろう。

しかし、これらの転換で、伊丹がいうよ

うに日本はベンチャービジネスを必要とし

ない、ということにはならないだろう。な

ぜなら、ベンチャービジネス叢生の持つ利

点は、発想の多様性であり、ベンチャーキ

ャピタル、ベンチャービジネスと組む大企

業の利点は、それをポートフォリオとして

持ったり関与したりできることにあるから

だ文献7。大企業が自由度を若手に与えても、

自動車会社でのモデル開発ならともかく、

全く異なる発想のプロジェクトをいくつも

手がけられる可能性は小さいといえよう。

2 株式市場と
｢成長オプション」

ネットワーク時代のガバナンスを担保す

る資本市場は、どんな姿であるべきか。こ

こで、株主価値の源泉を考えるために、バ

イオテクノロジーのベンチャービジネスを

例にとって、再び「成長オプション」とい

う考え方を敷衍してみることにしよう。

通常、バイオベンチャーは、特定バイオ

技術の開発を目的として株主から資金を集

め、この資本を食いつぶしながら研究開発

を行う。多くの場合、何年間も売り上げの

見込みもなく、ROE（株主資本利益率）も

キャッシュフローもマイナスになる。年々

のROEを追い求める通常の「資本の論理」

図4　世界の大企業における社外研究開発利用度の推移�
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からすれば、株主価値の破壊以外の何物で

もなく、直ちに経営者は研究開発を中止す

べきこととなる。最近のDRAM（記憶保持

動作が必要なランダムアクセスメモリー）

の研究開発は、本来そのようなものだった

といえよう。

しかし、ベンチャーキャピタルに代表さ

れるプロの株主は、冷徹に見切るものは見

切りながらも、積極的に投資を続ける。研

究開発が成功すれば膨大な投資リターンが

期待できるためである。アムジェンを例に

とれば、1980年に40万ドルの設立資金が集

められた時点では当面売るものはなく、８

年にわたって当初資本金を研究開発に食い

つぶして、89年にやっと初めて売り上げが

立ったにすぎない。売上高研究費比率が18

％となって製薬会社らしくなったのは1991

年のことだ注6。

ベンチャーキャピタルは、本当に成功す

るのは数％の確率であることを承知のうえ

で、第２、第３のアムジェンを求めてバイ

オベンチャーに投資し（オプションの購

入）、細心の注意をもってその研究開発の

進展を見極め、見込みがないと判断した投

資は大胆に捨て（失効オプションの放棄）、

望みのあるものに資金を集中する（追加投

資オプション行使の判断）のである。

米国がバイオや情報技術の分野で世界を

リードしたのは、バイオや情報技術の可能

性を逸速く評価できる「目利き」がいたか

らである。いわゆる「情報おたく」のよう

な先端ユーザーの存在も、また大いに役立

った。

確かに、米国での情報ベンチャー、ネッ

トベンチャーやバイオベンチャーの活躍は

瞠目に値する。しかし、日本での議論はあ

まりにも、ベンチャービジネスやそれを支

援したベンチャーキャピタルだけに焦点を

当てすぎてきたのではなかろうか。

バイオ創薬になりうる候補をみつけ、そ

れを開発していくのに、ベンチャービジネ

スというビークル（投資対象）は多くの利

点を持っている。しかし、米国でバイオベ

ンチャーが成功し、多数の設立をみた背景

には、研究開発契約をする大企業側が、最

終的に商業化に成功した暁には成功報酬を

支払う、いわゆるマイルストーン条項を受

け入れたことによって、早い段階からベン

チャービジネスのオプション価値が容易に

取引できるようになったことがある。つま

り、大型新薬が将来誕生した場合のベンチ

ャービジネスの将来価値を、現在に割り引

いて取引するわけである。

優れたビジネススキームをつくり、現在

は赤字であっても将来には多くの利益を出

す見込みがあるという「目利き」の判断に

よって、株式の公開ができる仕組みも同様

である。つまり、ベンチャーキャピタルと

しても早期の資金回収が可能になり、ベン

チャービジネスのリスクも軽減されること

になる。

それには、大企業にとっても、ベンチャ

ービジネスと組んだ試みが成功を収められ

るようなポートフォリオになっていること

が必要になる。企業組織のネットワーク化

を支える資本市場の姿がここにある。

その意味で、日本でベンチャービジネス

が成立しなかった背景には、オプション価

値の取引に人々が全く理解を示さなかった

ことがあり、それは大企業の側にも、外部

の研究開発機関との間にオプション価値を

組み込んだ、このような契約をする用意が

なかったことに起因すると考えられる文献7。

こうしてみてくると、米国では赤字でも
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公開できる、日本は黒字であって初めて上

場可能だといった形式論は少しくポイント

を外しているようにみえる。公開される企

業の将来キャッシュフローが、ニッチがメ

ジャーになるというシナリオになっている

かどうか、そのオプション価値が問題なの

である。日本ではこうしたオプション価値

を、ビジネス、ファイナンスの世界に取り

込むことができなかったために、米国のバ

イオベンチャーに相当する役割は、最後ま

で自社で開発を続けうる経営資源を持つキ

リンビール、東レなど、他産業からの参入

者によって代替されざるをえなかったので

ある。

多くのベンチャービジネスが設立され、

開発途中で大企業に引き渡されれば、社会

全体としてのオプションの成功確率は上が

ろう。したがって、ベンチャービジネスの

設立は大いに望まれるところである。一方

で、大企業でリストラが行われていること

によって、自給自足型の組織からネットワ

ーク型への移行が進み、科学に対する予算

増を背景に科学者の流動化対策がとられれ

ば、失業率の上昇という環境変化もあって、

研究型ベンチャーの設立の条件は整いつつ

あるといえよう文献8。

1 持続性を示した
｢ブランド」評価

企業というものが、次から次へと成長オ

プションを生み出し、それを育成していく

ことで成立しているのだとすれば、株式市

場はこれをどう織り込んでいくべきものだ

ろうか。

1960年代後半から70年代初頭にかけて、

投資家コミュニティで、ワンディシジョ

ン・ストックとかニフティ・フィフティ

（魅力的な50銘柄）と呼ばれた銘柄がおよ

そ50銘柄あった。これらの銘柄は、何らか

の意味で独占的地位を持ち、しかも成長率

が高いと考えられた。

しかし、現在から振り返ってみると、一

度の意思決定で結果として正しかったの

は、コカ・コーラ、マクドナルド、プロク

ター・アンド・ギャンブルなど、｢ブラン

ド」を維持、発展させた企業の系列だけで、

IBMなど技術力に依存したいわゆるハイテ

ク銘柄は、ほとんどが討ち死にする結果と

なった。ハイテク株ではわずかに薬品のメ

ルクなどが生き残ったにすぎない。つまり、

IBMやメルクは技術開発力が優れていて、

次から次へと新製品を発売し、勝ち残って

いくとみられたものが、IBMなどはコンピ

ュータのダウンサイジングの波の中で勝ち

組に残れなかったわけである。

これらが示唆するのは、①ブランドと

IBMやメルクらに期待された「創知」が重

要であり、これに「ブランド」｢ビジネス

アーキテクチャー」を合わせた特別な収益

をあげられる「創異」に対して成長プレミ

アムが与えられた、②この「創異」は巧み

な経営、企業努力なしに維持できない有期

限のものである――ということだろう。

「創異」のプレミアムに対し、ウォール街

の投資アナリストであるM・リーボヴィッ

ツらは、ビジネスアーキテクチャーを代表

させてフランチャイズファクターと名づけ

た文献9。スタンフォード大学のビジネスス

クール教授であるP・ローマーは、明示的

な発明、発見によらない進歩を、ウォルマ

ートのマニュアルに例える文献10。新しいビ

Ⅳ　企業に求められる
ブランド価値経営
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ジネスアーキテクチャーを考えた企業が特

別の利益をあげられる間、次から次へとフ

ランチャイジーを増やすことによって利益

成長を達成していき、やがて他社のまねや

競争条件の変化などによって特別な地位を

失っていくのに似ているからである。

さて、フランチャイズファクターは、通

常は、超過利潤をあげる「独占」のフェー

ズと、その要素のなくなったその後の「均

衡」のフェーズに分けられる。薬品の例で

いえば、創薬フェーズからジェネリックド

ラッグ（特許切れ医薬品）への転落である。

今、超過利潤をあげ続けられる期間をデュ

レーション（duration）と呼ぶことにしよ

う。

デュレーションを左右する要因として

は、技術進歩のスピード、代替品の参入脅

威、製品のライフサイクル、各種参入障壁

などの事業特性があげられよう。通常、技

術開発期間が長くかかる事業の場合、デュ

レーションは10～15年といわれている。逆

に、成熟事業で製品ラインの拡張が事業戦

略の中心だとすれば、その事業デュレーシ

ョンは３～５年とされる。

過去の株式投資の実績からみると、｢創

知」に対して、狭義の「ブランド価値」の

デュレーションは非常に強固なものであっ

た文献11。経済のグローバル化が進展するな

かで情報は希薄化し、その源泉である米国

を象徴するコカ・コーラやマクドナルドは

人々の心をつかみ、顧客を拡大していった

といえよう。

2 無印良品時代の「ブランド
価値」とは何か

今日再び「ブランド価値」が経営者だけ

でなく、社会のなかで広く意識されるよう

になったのは、｢コーポレートブランド価

値（Reputational Capital）」が個別対応ビ

ジネスモデルの対極に位置することになる

からだろう。あるいは、製造業のサービス

化の究極に、市民社会と新しく築く「ブラ

ンド価値」があるからといってもよいだろ

う。

個別対応とは、個人がすべてについて選

択し、消費者一人一人が自分の無印良品を

持つようになることだ。しかし、一見広範

な「自由」を保証しているようにみえて、

すべてにわたって個人が選択することは決

して容易ではない。製品、部品すべてが個

であるということは、それぞれに情報が付

着しているからだ。

デジタル情報時代は情報過多の時代でも

ある。情報過多のなかから予め選択を行っ

て、それに対して消費者の「信頼」を勝ち

得るための手段が「ブランド」ということ

になる。消費者の側から企業に求めるのは、

自分がすでに選んだ無印良品に加えて追加

的に選択する「ブランド」であり、｢信頼

性」である。この「信頼」を企業の側から

束ねたものが「ブランド価値」ということ

になろう。

前述のコカ・コーラのブランド価値は、

世界規模でみればなお大量生産・大量消費

のパラダイムにあって、米国社会のグロー

バリゼーションと軌を一にする形で増大し

ている（図５）。つまり、ベルリンの壁が

崩壊すれば東欧に流れ込み、南北朝鮮の首

脳会談が行われれば中国経由で北朝鮮にも

コーラが運び込まれるのである。

しかし、日本市場では、大量消費時代の

ブランドは分裂し始めており、同社は新た

な「ブランド価値」の構築を求められてい

る。
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3 市民社会の形成と信頼の構築
新しい時代のブランド価値はどのように

築かれるものなのだろうか。北海道大学の

社会心理学者、山岸俊男によれば、｢信頼」

は社会的不確実性が高いことによって希求

されるが、社会的不確実性の低い安定した

状況のもとでは、｢安心」は供給されるも

のの、｢信頼」は生まれにくい文献12。国務省

にも席を置いたことのある政治哲学者、

F・フクヤマは日本を米国と同じように高

信頼社会であるとしているが文献13、山岸は、

日本社会は「安心」社会であっても、｢信

頼」社会ではないという。つまり、米国の

「信頼」社会は日本に形成されていないと

いうのだ。

日本はキャッチアップ型社会であったた

め、いわばお手本があり、近い将来がある

程度予想可能であって、欧米での発見ネタ

を改良していくビジネスモデルでは失敗の

恐れも小さい。日本は、典型的な「安心」

社会である村社会の伝統を引きずりなが

ら、｢安心」形成のためのネットワークを

拡大することで、｢より良いものをより安

く」の世界で成功を収めてきた。

この山岸の主張は、社会資本の国際的な

研究プロジェクトを率いたハーバード大学

の政治学教授、R・パトナムの「弱い紐

帯」｢強い紐帯」の議論と見事なまでに重

なる文献14。つまり、米国社会がおおよその

ところ「弱い紐帯」で結ばれた社会で、広

く浅く張り巡らせた情報ネットワークのな

かからリスクをとって成果をあげる仕組み

になっているのに対し、日本社会では「強

い紐帯」で結ばれたものになって個人の身

図5　1人当たりコカ・コーラ消費量の「発展段階」──米国内消費の推移と1994年の世界消費�
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を守りながら一所懸命の努力をする。こう

した日本社会はひとくくりに集団社会と呼

ばれることが多いが、終身雇用制度や系列

取引などがそれである。官僚による指導も

その１つだったといえよう。

これまでのところは、いわば「安心」を

買うコミットメントを増やすことによって

生じる「機会コスト」を最小に抑えなが

ら、それを上回るより良い生活という成果

が得られたから、こうした社会選択が行わ

れたのである。ヒト、モノ、カネの経営資

源を囲い込んで放さないから、企業は自己

中心の閉鎖的な共同体になる。｢コミット

メント」とは内を外よりも重視することを

意味し、これが機会均等を掲げる米国社会

からアンフェアだと非難された。また、

｢弱い紐帯」が外部からの衝撃に柔軟な対

応を示すのに対し、｢強い紐帯」はそれだ

けの柔軟性に欠ける文献15。

だが、米国社会も始めから「信頼」社会

であったわけではない。カリフォルニア大

学ロサンゼルス校の社会学教授のL・ザッ

カーによれば、コミットメントのネットワ

ークでできた「安心」社会を、19世紀末か

ら20世紀初頭にかけて増大する機会コスト

のために、一般的信頼に基づく社会へ組み

替える必要が生じ、開放的なビジネス関係

を可能にするためのさまざまな制度の整備

が進み、現在のビジネス関係の基礎が築か

れたのである文献16。

ザッカーは、19世紀末から20世紀初頭に

かけての社会変動が「強い紐帯」を崩壊さ

せ、立法、銀行・保険など金融制度の導入

など「弱い紐帯」による新しい社会への組

み替えが必要になったことを強調するが、

この時期に米国の欧州へのキャッチアップ

が終わったことと軌を一にしていることが

指摘できよう。要は、社会心理もまた制度

補完性をもって形成されるということであ

る。キャッチアップ型の安定社会のなかで

お互いに助け合い、じっとして動かないこ

とが自己の利益に結びつくと考えていたか

ら、集団主義と呼ばれるものが生まれたの

だといえよう。

キャッチアップを終え、未来を切り開く

ことを運命づけられた社会は、必然的に競

争的な革新の原則のもとに企業が設立され

淘汰される、筆者らのいう実験社会である。

そこでは何かを試し、選択することによっ

て初めて利益が得られる。

であるとするならば、日本社会もまた労

働市場から資本市場、製品市場、教育制度

などまで、ありとあらゆる法の整備に至る

一連の制度改革によって、情報を吟味しな

がら関係を築いていく「弱い紐帯｣、つま

り「信頼」社会がそれぞれのプラスになる

という信念が、人々に共有されるような状

況が生み出されなくてはならない。これが

新しい市民社会の誕生を意味しよう。

多くの人が、成功体験を持った社会の転

換の難しさを指摘する。しかし、ひとたび

選択することが利益をもたらすということ

が人々に実感されれば、かつて『菊と刀』

を著したベネディクトに指摘されたよう

に、そして制度補完性からしても、変わる

ときには日本社会は一斉に変わるのであ

る。一方、米国では、終身雇用に代わるも

のとして、生涯を通じてのエンプロイヤビ

リティ（つねに雇用されうる状況に置くこ

と）が議論されるようになっている。

従来型の終身雇用制度は、めまぐるしく

変化する社会にそぐわない。経営者、科学

者、社会リーダーには競争的なシステムは

必然である。しかし、そうでない層に対し
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てはそれなりに安定した制度がなくては、

社会の安定が保たれない。競争原理を適用

する領域を限定し、新たな互恵空間なり、

｢協力のシステム」の構築がまたれるゆえ

んである文献17。

とはいえ、あまりに強く予めの秩序を志

向することは、正しい手順とはいえないだ

ろう。なぜなら新しい秩序は、政治改革が

必要だとしても、崩壊が起これば自然に生

まれてくるという側面もあるからだ文献18。

われわれは、21世紀企業モデルは、個別

消費者の顔が見える情報インフラ、｢成長

オプション」を評価しうる資本市場、新し

い市民社会の上に構築されるだろうことを

みてきた。そのときの企業形態はネットワ

ーク型企業であり、横型企業であろうこと

は、スタンフォード大学教授の今井賢一な

どによって古くから指摘されてきたところ

である。

ところが、国際大学教授の池田信夫は、

日本の企業組織はオープンなネットワーク

組織のシリコンバレーモデルの対極にあ

り、よくいってもローカルネットワーク組

織で、起業を抑圧するシステムであるとい

う文献19。

事実はそのとおりだとしても、日本の経

済社会のシステムがエンジニアリングドリ

ブンな仕組みに最もフィットして組成され

たのも歴史的な産物である。第二次産業革

命で電力が工場に持ち込まれたとき、それ

にふさわしい組織、それにマッチした社会

構造が組成されるまでに15～20年を要して

いる。創知・情報化時代に対応して、日本

の企業組織、社会もまた、ネットワーク型

への転換を目指して長い調整期に入ってい

るといえよう。

では、ネットワーク型企業になっていく

として、一体どんな形態のものになるのだ

ろうか。

変化は急速に起こるようにみえる。米国

では、情報技術の発展によって、たとえば

大手企業のリストラの過程で、バックオフ

ィス部門が情報技術がつながったまま法的

に切り離されて総務株式会社が設立され、

以前の70％の給与水準で雇用はそのまま維

持した形で運営されたり、法律問題や企画

が法律事務所やコンサルタントとの契約ベ

ースで遂行されたりする変化が起こってい

る。水や電力の供給などのユーティリティ

や情報システム部門では、アウトソーシン

グで巨大会社が誕生して、EDSに属しなが

ら働く場所は他社のコンピュータ部門とい

うことは日常的に起こっている。日本でも、

商法改正が行われ、こうした変化を後追い

することになろう。

ノーベル経済学賞を受賞したR・コース

が、かつてなぜ企業が成立したのかを考え

たときに想定したような取引コストは、情

報技術の発展により大幅に低下した文献20。

この変化は重要である。なぜなら取引コス

トがない条件下では、権利の割り当てと資

源配分の効率的結果とが相互に独立になる

「コースの定理」が成立するからである。

デジタル情報化は単に距離をなくしたに

とどまらず、いとも簡単に従来企業の枠組

みを超えた裁定を可能にした。たとえば、

公益企業の看板を掲げて情報の選択コスト

を引き下げつつ、電力や通信トラフィック

の裁定取引を業とするエンロンの存在であ

り、米国のナップスターが開発したネット

Ⅴ　新しいネットワーク型企業の
模索
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経由での音楽の検索・交換を可能にする技

術である注7。

また、次世代の検索技術の開発は、他人

のパソコンやデータベースまでのぞき込め

るところまでに至っている。さらに、マイ

クロソフトに対抗する基本ソフトをつくっ

ている、リナックスを生み出すフォーラム

の出現である。企業の内外の境界が不明確

になってきているといえよう。

これらの意味するところは、今後とも長

期契約もあろうが、長期の契約によらなく

ても短期取引の繰り返しでよい、企業と市

場の区別がほとんどつかないという現象で

ある。

クレアモント大学で今なお教鞭をとる経

営学の泰斗、P・ドラッカーは、21世紀の

知識労働者の典型として心臓外科医のグル

ープを想定する文献21。彼らは知識としては

先端のバイオ医学を持っており、事前診断

や術中診断ではそうした先端知識がベース

となって判定が下されるが、手術自体はマ

ニュアル的な手続きで行われるからであ

る。映画会社、リナックスのフォーラム、

外科医の集団、いずれもプロフェッショナ

ル集団であり、若干ともギルド的な性格に

なる注8。個人のエンパワーメント（活性化）

が起こっているといってもよいだろう。

これを経営の立場からみると、企業の境

界が不明確になっていく時代にこそ、境

界を設けることが必要だということにな

る文献22。そして、そこから腕を伸ばすべき

だといえよう。なぜなら、より多分野にわ

たるプロフェッショナルを抱え込んだ形で

組織価値を組み立てれば、コストが上昇し、

ただ乗りの問題も引き起こすからである。

こうした問題に対応して、すでに映画製

作などでは、プロデューサーを中心に１本

の脚本をベースに資金調達、スタッフ選定、

キャスト選定などが行われ、タイトルごと

の会社が設立されて解散するプロジェクト

型のものになっている。これは前述した14

～16世紀の航海ごとの会社、コレガンツァ

と同根のものだ。

有用な専門性と情報を持つ下位レベルへ

の権限委譲は、環境変化への対応スピード

を上げる反面、PARCの例にみるように組

織の目的に沿わない行動を生む恐れなしと

しない文献23。しかし、各事業部門が大きな

権限を持って、独自のやり方で素早く自律

的に行うということが普遍化していくこと

になろう。多くの企業がネットワーク型に

なっていくとして、その企業なり企業グル

ープなりを統制ないしは束ねていく原理に

は、どのようなものが想定されるのだろう

か。

性質の異なる複数の事業を一集合体とし

て経営するためには、こうした各事業体の

自律性に加え、本社は各事業部、組織の相

互作用をもたらし、そのやりとりのなかか

ら新しい価値を生み出す創発を促す「場」

を提供しなくてはならない（つまり、野中

郁次郎ほかのいう創知場である文献24）。単な

る集合体にすぎないとすれば、それはポー

トフォリオマネジャーの役割しか果たして

いないことになるからだ。

事業部を束ねる原理は、あるいは経営学

者のJ・コッターらがいう企業文化かも知

れない。彼らは、企業文化を「共同体に共

通し、永続する価値や行動様式の独立セッ

ト」と定義し、文化と企業経営にはある適

度な結びつきが必要だと説く。もし、統合

的な企業文化と経営戦略の間に大きな齟齬

が生じると、企業能力ベース全体の力を形

成しえないケースが生じる。先のPARCに
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当てはめていえば、２つの文化が融合して

いくようなバーチャルカンパニー（仮想会

社）化こそが必要だったといえよう。

これらのこと、そして前述の互恵空間の

構築の比喩からすれば、ネット型企業の目

指すべきものは、｢弱い紐帯」による創発

関係の形成ではなかろうか。あるいは、新

しい組織プロセスの核になるMIT教授の

R・レスターのいう「内なる声」の結集で

あろう。そこで、ネット型企業の権限委譲

と統制の問題を、経営目標としての縦軸を

創発重視かROE重視かというスケールで、

経営手段としての横軸を未来を操作可能と

みる統制・計画重視か、それとも「内なる

声」を結集する自己組織化重視かというス

ケールに置いてみてみよう（図６）。

この図に従えば、第１象限は伝統的な企

業像が収まるところであり、その対極とな

るのが第３象限の創発空間となる。現行の

GEをはじめ多くの企業が第１象限に位置

すると考えられ、第３象限にはリナックス

や映画プロダクションに続いて、サン・マ

イクロシステムズなどが入ろう。

つまり、これまでは集団としての人間尊

重を目指して、売り上げかROEかといった

経営目標の選択肢がありえたが、今後は個

人、市民が前面に出てくるなかで、ROEの

要請をクリアしながら、創発、自己組織化

が志向されよう。21世紀には、企業は第１

象限から第３象限、第２象限へ軸足を移す

と考えられる。

第２象限にはベンチャーキャピタル、そ

して現実に当てはまりそうな企業としては

現行のソニーが収まろう。つまりソニーは、

第３象限にいたところから、儲けが出るこ

とを目指した第１次リストラで第２象限に

自
己
組
織
化
重
視�

創発重視�

計
画
・
統
制
重
視�

�

ROE重視�

ベンチャー�
キャピタル�

マイクロソフト�

GE

ソニー�

第2次リストラ�

サン・マイクロシステムズ�

PARC

リナックス�
映画プロダクション�
�

本社�

1970年代のゼロックス�

図6　新しいネットワーク型企業の占める位置�

注）GE：ゼネラル・エレクトリック、PARC：パロアルト研究所、ROE：株主資本利益率�
出所）高橋克徳「企業グループにおける関係形成のマネージメント」経営情報学会2000年春季全国大会を参考に作図�
�

第1次リストラ�
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移行し、自己組織化的行動のソニー・コン

ピュータエンタテインメントを本社に取り

込んだ第２次リストラで計画性重視にシフ

トしたものの、第２象限にとどまっている

と考えられる。一方、1970年代のゼロック

スは、本社は第１象限に、PARCは第３象

限に位置する分裂状態にあったとみなすこ

とができよう。

21世紀企業のすべてがネットワーク型に

なるわけでは必ずしもない。ニッチ、横型

企業以外にも大企業も存在する。しかし、

組織原理として、そうした大企業もネット

ワーク型での行動が前提となろう。

注――――――――――――――――――――――

１　適応型の対応をとった明治維新では、維新10

年の西南戦争で近代社会の基礎を築き、同じ

く適応型の戦後社会は、敗戦後10年の1955年

体制が高度成長の基礎となった。他方、自ら

世界秩序の一部を担う役割を背負った第一次

大戦後、そして冷戦後の世界では、日本は必

ずしも十分な役割を果たせずにいる。

２　組織価値については本誌1999年６月号の「新

時代のオーガニゼーションキャピタル」を参

照。ただし、そこでは組織価値と呼ばず、組

織資本と呼んでいる。

３　野村総合研究所著『産業創発――日本の優先

課題2000』野村総合研究所、1999年。また、

本誌2000年１月号の「産業創発のすすめ」を

参照。

４　日本の大企業のモデルは、自動車、家電など

エンジニアリングドリブンな産業を中心に、

部品メーカーと組み立てメーカーが情報を共

有するものだった。垂直統合した組織といえ

ども、人を通じて分かちがたく情報を共有し

ていたといえよう。つまり、日本型の系列関

係では、カリフォルニア大学バークレー校の

経済学教授のO・ウィリアムソン文献25や、亡

くなった京都大学教授の浅沼萬理文献26のいう

補完的な技術での所有権の垂直統合と情報共

有が両ながら達成され、組み立てメーカーの

一方的なコントロールを意味する単なる垂直

統合よりも優れた成果をあげえた。

10年前に展開された経営学者のR・フロリ

ダらの議論は、｢米国がブレークスルー型イ

ノベーションにこだわって企業や産業がバラ

バラな状況になっており、日本の統合的な企

業形態を通じてのインクレメンタル型（改良

型）イノベーションの前に膝を屈している。

ブレークスルー型に拘泥すべきではない」と

いうものだった文献27。ハーバード大学ビジネ

ススクール教授のM・ポーターも、日本の経

営の長期的な視点を讃美し、それを支える銀

行システムにも支持を示した文献28。

５　本誌1999年８月号の「ウェブソーシング」を

参照。

６　ネットビジネス立ち上げの試練を担っている

のは米国のアマゾン・ドット・コムである。

同社は、新しいビジネスモデル確立の輿望を

担って資本をかき集めたが、今やその払い込

み資本が底を突くところにきている。後を追

ったベンチャービジネスが収益化しているこ

とから、先発としての役割を果たしたともい

えるが、自らのビジネスでの収益化ができな

かったことも確かである。

７　ナップスターのサービスでは、ネット利用者

が、別の利用者のパソコンに保存されている

曲を見つけだし、クリック１つで自分のパソ

コンに取り込める。無料音楽が洪水のように

流れ出すことで、CDなどの売り上げを減少さ

せ始めた。このため2000年７月、サンフラン

シスコ連邦地裁で著作権違反の判決を受け

た。

８　プロフェッショナルをベースにしたパートナ

ーシップの先端例が、リナックスの基本ソフ

ト生産システムであろう。これに対し、リナ

ックスを支えるIBMやソニーは大企業であ

り、配給会社や上映施設のシネマコンプレッ

クスチェーンなども大企業で、まさに特化と

集中で映画ベンチャーの補完をなすインフラ

的な存在となっている。
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